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平成19 年度予算がスタート

下野市の平成19年度予算がスタートしました。一般会計は171億７千万円で、前年度に比

べ、8.2％の減となりますが、平成18年度創設しました「下野市地域振興基金」15億５千万

円を差し引きますと実質的な比較では、２千万円、0.1％の増となり、特別会計と水道事業

会計を合わせた予算総額は、約328億円となりました。厳しい財政状況の中、「新生文化都市」

下野市を創設するために、編成した新年度予算についてお知らせします。



－ １ －

予算特集号

依存財源
６７億６，１０９万円

３９．４％

地方交付税

２２億５，０００万円

１３．１％

市 債
１２億８，８７０万円

７．５％

県支出金
１０億６，７３７万円

６．２％

国庫支出金
９億７，９２２万円

５．７％

地方譲与税 ３億４００万円 １．８％
地方消費税交付金 ５億１，０００万円 ３．０％
地方特例交付金 ７，７００万円 ０．４％
自動車取得税交付金 １億８，５００万円 １．１％
国有提供施設等所在市町村交付金

２，３００万円 ０．１％
利子割交付金 ２，６００万円 ０．２％
株式等譲渡所得割交付金 ２，２００万円 ０．１％
交通安全対策特別交付金 １，２００万円 ０．１％
配当割交付金 １，６００万円 ０．１％
ゴルフ場利用税交付金 ８０万円 ０．０％

自主財源
１０４億８９１万円

６０．６％

市 税

８７億９，４６０万円

５１．２％

繰入金

４億７，４６１万円

２．８％
繰越金

４億円

２．３％

諸収入 ２億３７３万円 １．２％
分担金及び負担金 ２億２，２９９万円 １．３％
使用料及び手数料 ２億１，３２４万円 １．２％
財産収入 ９，９２４万円 ０．６％
寄附金 ５０万円 ０．０％

平成19 年度予算平平平平平平平平平成成成成成成成成成111111111999999999 年年年年年年年年年度度度度度度度度度予予予予予予予予予算算算算算算算算算

一般会計 １７１億７，０００万円（前年度比 ８．２％減）

平成１９年度の一般会計予算は、総額１７１億７，０００万円で、平成１８年度当初予算総額と比べると、１５億３，０００

万円、８．２％の減となりましたが、平成１８年度予算には合併により創設された、地域振興基金のための積

立金１５億５，０００万円が含まれていますので、実質的な比較では２，０００万円、０．１％の増となり、前年同規模

の予算となっています。

歳 入
●自主財源（市独自の財源で、歳入に占める割合が高いほど財政が豊かといえます。）

市税は、個人市民税の税制改正等により前年度比６億７，８４４万円、８．４％の増となりました。

繰入金は、不足する財源補てんのため、財政調整基金から２億５，０００万円、減債基金から１億円、また

平成１８年度創設の地域振興基金預金利子を新たに計上しました。前年度繰越金や諸収入の減額に伴い、自

主財源としては前年度比１億１，３８５万円、１．１％の減となりました。

●依存財源（国や県から交付を受けたり、市債として市が借入れるお金です。）

地方交付税は、合併算定替・合併市町村包括措置分及び地財計画等により、前年度比１億６，０００万円、

７．７％の増が見込まれます。また、普通交付税代替分の臨時財政対策債を６億３，０００万円発行し財源を確保

します。

市債では、合併特例債を活用し石橋小学校の大規模改修、学童施設整備等に充てるものとして

５億２，０８０万円の借り入れを計上し、前年度比１２億９，４５０万円、５０．１％の減となりました。

国庫支出金は、生活保護費や児童手当等の負担金の増により、前年度比４，１７４万円、４．５％の増となり、

県支出金については、市町村合併特別交付金２億円のほか、こども医療費補助金、石橋小学校の大規模改

造事業補助金等に、前年度比１億７，３６０万円、１９．４％の増となりました。また、地方譲与税は、税制改正

に伴う所得譲与税の廃止に伴い、前年比３億６，６００万円、５４．６％の大幅な減となりました。



－ ２ －

予算特集号

目 的 別

総務費

４４億８，９００万円

２６．２％

民生費

３３億４，８１１万円

１９．５％

公債費

２４億４，３４７万円

１４．２％

土木費

１８億９，７７２万円

１１．１％

教育費

１７億６，３４５万円

１０．３％

衛生費
１０億５，３９５万円

６．１％

消防費

８億８，０５６万円

５．１％

農林水産業費 ７億９，５３０万円 ４．６％

商工費 ３億８９７万円 １．８％

議会費 １億５，９２３万円 ０．９％

労働費 ２４万円 ０．０％

予備費 ３，０００万円 ０．２％

性 質 別

人件費
３７億５６３万円

２１．６％

公債費
２４億４，３４２

万円
１４．２％

扶助費
１５億２，７４１万円

８．９％

普通建設事業費
２１億６，４８６万円

１２．６％

物件費
２９億４，０３８

万円
１７．１％

繰出金
１８億９，７２９万円

１１．１％
補助費等

２０億８，１４５万円
１２．１％

積立金
１億３，６０４万円

０．８％

貸付金 １億６，１６５万円 ０．９％

維持補修費 ８，１８７万円 ０．５％

予備費 ３，０００万円 ０．２％

義務的経費
７６億７，６４６万円

４４．７％

投資的経費
２１億６，４８６万円

１２．６％

その他
７３億２，８６８万円

４２．７％

歳 出

●性質別

人件費は、退職者の不補充と新規採用の抑制に

より、前年度比８，１２５万円、２．１％の削減となりま

した。

物件費は、学校給食センター調理機器整備費の

減及び消耗品費・印刷製本費・光熱水費など歳出

抑制に努め、前年度比７，６９５万円、２．６％の減とな

りました。

扶助費は、障害者自立支援法等の改正や児童手

当の拡充により前年度比１億６，１９１万円、１１．９％

の増となりました。

補助費等については、新規に畜産担い手育成

事業、商品券発行補助事業を計上し、前年度比

２，０８２万円、１．０％の増となりました。

普通建設事業費は、補助事業費において、石橋

小学校大規模改修事業、石橋駅バリアフリー整備

事業等により、前年度比１億１，２３０万円、２３．２％

の増、単独事業費においては、コミュニティ施設

整備事業終了等により、３億６，１２８万円、１８．７％

の減となりました。

義務的経費《人件費・扶助費・公債費》は、前年

度比１億７，０８１万円、２．３％の増となり、投資的経

費《普通建設事業費》は、２億４，８９７万円、１０．３

％の減となりました。

●目的別

総務費は、新たに市内循環バス運行調査、電子

入札事業費を計上しましたが、地域振興基金積立

金及びコミュニティー施設整備費の減により、前

年度比１６億９，８０２万円、２７．４％の減となりました。

民生費は、社会保障関係費及び各種福祉関連事

業経費のほか、合併特例債を活用した薬師寺小・

古山小学校の学童施設整備事業費を計上し、前年

度比１億６，１２０万円、５．１％の増となりました。

公債費は、合併特例債の地域振興基金積立等の

償還開始により、前年度比９，０１４万円、３．８％の増

となりました。

土木費は、箕輪橋整備事業費の減により前年度

比１億６，８２９万円、８．１％の減となりました。

教育費は、学校給食センター備品整備費の減に

より、前年度比８，００３万円、４．３％の減となりまし

た。

衛生費は、新たな不妊治療補助事業費及びごみ

処理施設候補地調査検討事務費を計上しました。

農林水産業費は、畜産担い手育成総合整備及び

道の駅整備事業に取り組み、前年度比１億１，０９１万

円、１６．２％の増となりました。

商工費は、中小企業支援事業及び天平の丘公園

ビオトープ整備事業に伴い、前年度比７，９６４万円、

３４．７％の増となりました。

★義務的経費 支出が義務づけられ任意に
節減できない経費

★投資的経費 支出の効果が社会資本形成
に使われる経費



－ ３ －

予算特集号

整備中の仁良川土地区画整理事業

別処山公園多目的広場整備予定地

思思思思思思思思思いいいいいいいいいやややややややややりりりりりりりりりととととととととと交交交交交交交交交流流流流流流流流流
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平成１９年度一般会計予算に

１．都市と田園が共生する快適な

環境で躍進するまちづくり

① 秩序ある土地利用と快適な住環境づくり

◇ 地籍調査事業 （４，４３２万円）

一筆地の境界確認、測量を行い地籍の明確化を図り、

土地トラブルの防止、適正課税、災害復旧時の土地境

界復元等を容易にします。

◇ 都市計画マスタープラン策定事業 （１，４９８万円）

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針を定め、

市の将来像の指針となるプランを策定します。

◇ 区画整理事業特別会計繰出金 （５億５，９４２万円）

下古山、石橋駅周辺、仁良川地区の各区画整理事業

特別会計に繰出し、事業の円滑な遂行を図ります。

② 人に優しい交通環境の整備

◇ 市道路橋梁新設改良費 （２億６４４万円）

通学路、危険道路などの生活に密着した道路や橋の

整備を行います。

◇ バリアフリー関連事業 （１億２，５２０万円）

高齢者や障害者等が公共交通機関を利用した際の利

便性、安全性を向上させるため、バリアフリー化によ

る施設整備を行います。（小金井駅東歩道整備、石橋

駅エレベーター設置）

◇ 道の駅推進事業 （１，３４２万円）

市民の一体感の醸成、新市の融合を最優先に「産業

の振興」「地域間交流」「防災」等の様々な分野での可

能性を考慮し、均衡ある発展と市民融合を目指し、下

野市「道の駅」の基本構想を作成し、構想に掲げる計

画像を達成するため、施設配置計画や地域振興施設の

基本計画を作成します。

◇ 市内循環バス運行調査事業 （９５３万円）

公共施設を結んだ市内循環バス導入検討に向けたワ

ゴン車による公共施設運行調査を実施します。

③ うるおいある緑環境の整備

◇ 別処山多目的広場整備事業 （７，０００万円）

南河内地区内の別処山公園の拡張整備の一環として

の多目的広場及び駐車場等の整備を行います。

◇ 上原憩いの森公園整備事業 （２，０００万円）

石橋地区内の上原憩いの森公園の最終整備として、

遊歩道整備工事を行います。

２．安心して暮らせる

健康で明るいまちづくり

① 生涯健康のまちづくり

◇ 老人保健事業 （６，５６３万円）

老人保健法に基づき４０歳以上の市民に対し、生活習

慣病予防の一環として健康教育、健康相談等の事業を

行い、健康づくりや疾病の正しい知識の習得を行い、

壮年期からの健康保持増進を図ります。

◇ 予防接種事業 （５，５７９万円）

予防接種法に定められた定期予防接種を実施するこ

とにより、伝染病のおそれがある疾病の発病または重

症化を防止し、併せてそのまん延を予防します。

◇ がん対策事業 （５，３８５万円）

各種がん検診の実施により、疾病の早期発見と早期

治療につなげます。

◇ 母子保健事業 （１，４３５万円）

妊産婦、新生児に対する指導、相談、健診等を行い、

母子の心身の健康保持増進及び疾病の早期発見を目指

します。

◇ 乳幼児健康診査事業 （１，２６６万円）

身体発育や疾病・精神発達面での遅滞等を早期に発

見するためのスクリーニングはもとより、児童虐待や

母子をとりまく育児環境等への支援や専門機関への紹

介を行います。

◇ 不妊治療費助成事業 （３００万円）

不妊治療の経済的負担軽減のために、費用の一部を

助成します。（体外受精・顕微授精）

◇ 青年期生活習慣病検診 （２９４万円）

増加傾向が見られる若年層の生活習慣病を予防する

ため、青年期、小児期を対象に血液検査、循環器検査

等を実施します。



－ ４ －

予算特集号

保健事業（ファミリークッキング）

子育て支援センター（リトミック教室）
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盛り込まれた主要事業№１

② 支え合いのまちづくり

◇ 児童手当・児童扶養手当

・児童育成支援手当事業 （５億５，８８５万円）

児童を養育する家庭の負担を軽減し、あわせて児童

の健全な育成と資質の向上を図ります。

◇ 障害者給付・支援・相談事業 （４億４，４０１万円）

障害者が自立した日常生活を営むことができるよう、

施設訓練等支援、居宅生活支援、給付、相談等を行い

ます。

◇ 生活保護事業 （２億８，２６９万円）

生活保護法に基づき、生活に困窮する世帯に対して

保護費を支給し、最低限度の生活を保障すると共に自

立助長を図ります。

◇ こども医療費助成事業 （１億４，３３３万円）

小学校第３学年終了前児童を扶養している方に医療

費の一部を助成し、児童の健全な育成を支援するとと

もに福祉の増進を図ります。

◇ 学童保育事業 （７，９９０万円）

放課後児童健全育成を通じて、保護者の就労等によ

り、保育に欠ける児童を育成、指導します。また、遊

びを通じた仲間との様々な関係の中で、自ら考え行動

することにより自主性や社会性を育てます。今年度は、

薬師寺小、古山小、緑小学童保育室の増改築工事を行

います。

◇ 重度心身障害者医療費助成事業 （５，９６８万円）

医療費の一部を助成し、重度心身障害者の健康の保

持及び福祉の増進を図ります。

◇ 長寿祝金事業 （２，７０２万円）

７５歳以上の高齢者に祝金を贈呈し、その長寿を祝し、

高齢者自ら心身の健康の向上に努める意欲を促します。

◇ 児童館事業 （１，６６３万円）

児童健全育成を通じて、児童に遊びや、工作を提供

し、自ら創造する力を育成するとともに、安全に関す

る体験の場を提供し安全教育に関する意識を育てます。

◇ 妊産婦医療費助成事業 （１，４３０万円）

医療費の一部を助成することにより、疾病の早期発

見と受療を促進し、母子の健康の保持及び福祉の増進

を図ります。

◇ ねたきり老人等介護手当

・紙おむつ購入券給付事業 （１，３１４万円）

在宅のねたきり老人及び認知症老人と同居し介護し

ている方に対して、介護手当を支給し労をねぎらいま

す。また、紙おむつ券の支給も行い、ねたきり老人、

認知症性老人、重度の身体障害児・者等、知的障害児

・者及びその家族の福祉の向上を図ります。

◇ こばと園事業 （１，２２０万円）

就学前の発達に心配のある幼児が通園する療育施設

で、言語、音楽療法士等による専門的指導や療育指導

等の訓練を実施します。また、小学生の療育訓練を実

施するための増築工事を行います。

◇ 安否確認及び緊急通報装置事業 （１，１８４万円）

ひとり暮らし高齢者及び身体的弱者に対し、日常生

活の緊急事態に対応するため、安否確認機能の付いた

緊急通報システム又は災害弱者緊急通報装置を貸与す

ることにより、ひとり暮らし高齢者等の不安解消を図

ります。また、概ね６５歳以上のひとり暮らし世帯に、

昼食時にお弁当を配達し併せて、安否確認を行います。

◇ ひとり親家庭医療費助成事業 （１，１３３万円）

医療費の一部を助成することにより、心身の健康向

上を図り、ひとり親家庭の福祉の増進を図ります。

◇ 福祉タクシー事業 （９９５万円）

電車・バス等の公共交通機関を利用することが困難

な心身障害者及び高齢者のために、必要な交通の便を

確保するとともに、その経費の一部を助成します。

◇ 子育て支援センター

（つくし）（ゆりかご）事業 （８９４万円）

子育て環境の整備を行い、少子化対策を図ります。

地域全体で子育て支援の基盤形成を図るため、子育て

家庭に対する育児支援を行います。

◇ 子育て支援事業 （５８１万円）

子育て環境の整備を図り少子化を防ぎます。

チャイルドシート購入費助成 子育てサロン推進事

業 赤ちゃん元気アップ事業



－ ５ －

予算特集号

小学校英語活動授業風景

ス ポ ー ツ 教 室

平成１９年度一般会計予算に３．みんなで学び文化を育む

ふれあいのまちづくり

① 次代を担う人材の育成

◇ 石橋小学校改修事業 （５億３，３９９万円）

建物の老朽化及び耐震性能向上の必要性から、１８年

度に実施した東棟に続き、１９年度は西棟の大規模改修

及び耐震補強工事を実施します。

◇ 国分寺小・古山小学校校舎改修事業 （９３０万円）

先に実施した耐震優先度調査結果に基づき、２０年度

から実施する耐震補強工事の実施設計を行います。

◇ 幼稚園就園奨励費・幼稚園

第二子等保育料減免補助事業 （９，８６４万円）

幼稚園に就園する満３歳児及び３・４・５歳児を持

つ保護者を対象に、所得の状況により保育料の一部を

補助します。また同時に二人以上就園する場合、保育

料を減免し、子育てに係る経済的負担の軽減を図りま

す。

◇ 小・中学校コンピュ－タ教育事業 （６，６６７万円）

児童生徒・教職員が教育に必要な情報教育機器を配

置し、情報教育の充実を図ります。

◇ スク－ルアシスタント配置事業 （５，５７６万円）

児童生徒一人ひとりを大切にしたきめ細やかな指導

と効果的な授業を推進するため、非常勤職員を学校の

実情に応じて小・中学校に配置します。

◇ 外国語指導助手配置事業 （２，０００万円）

児童生徒の英語によるコミュニケーション能力の向

上を図るため、外国語指導助手を配置します。

◇ 児童生徒就学援助費事業 （１，３１４万円）

経済的理由により就学困難と認定した児童生徒の保

護者に対して、就学費の一部を援助します。

② 生涯にわたる学びの機会の充実

◇ 図書館情報システム統合事業 （１，２９１万円）

市民及び多くの図書館利用者の利便性の向上や文化

的生活の向上を図るため、３館の図書館情報システム

を統合し、図書資料の保管状況の管理とインターネッ

トによる図書の一括検索を可能にします。

◇ ３地区市民運動会開催 （３８６万円）

気軽に参加できるレクリェーションとしての運動会

を開催することにより、スポーツへの関心を促すと共

に、より一層の地域コミュニティーの推進を図るため、

市民運動会を南河内・石橋・国分寺の３地区で開催し

ます。

◇ スポーツ教室開催 （１６５万円）

幼児には親子のふれあいを通しながらスポーツへの

関心を持たせる親子体操教室、小学生にはニュースポー

ツやゲームでスポーツの楽しみや仲間づくりを体験さ

せる下野キッズクラブ、幅広い年齢層が参加できるウォー

キングやストレッチ等の講座、自然に親しむ面からは

市民ハイキングやファミリースキーなどのスポーツ教

室を開催し、スポーツの楽しさや満足感などを体験さ

せることにより生涯スポーツの振興を図ります。

◇ 児童表彰条例制定記念事業 （１４４万円）

市児童表彰条例制定を記念し、「みんなでこどもを

育もう下野市民の集い」を開催し、趣旨の啓蒙啓発と

下野市の子どもたちの将来について考え、話し合うた

めの講演会及び分科会を開催します。

◇ 人権教育事業 （１４１万円）

人権に関する多様な学習活動を通じ、人権尊重の理

念について理解を深め、地域社会において積極的に人

権教育を推進するため、講演会の開催、人権教育リー

フレットを作成します。

◇ 生涯学習推進事業 （７７万円）

多様化した市民の学習ニーズに応えるため、生涯

学習の推進ならびに学習環境の充実に努めるとともに、

関係機関・団体との連携を深めつつ、市民の自主的な

社会活動を促進します。

③ 豊かに暮らす文化の振興

◇ 史跡下野薬師寺跡保存整備

ふるさと歴史の広場管理事業 （１，９００万円）

下野薬師寺跡を、より良い姿で後世に残すため調査

を行い、下野薬師寺の解明に努めます。また、ふるさと

歴史の広場を、親しみのある史跡公園として公開し、

発掘成果を歴史館等において、わかりやすく解説します。



－ ６ －

予算特集号

天 平 の 花 ま つ り

天平の丘公園ビオトープ整備事業

盛り込まれた主要事業№２

◇ 史跡下野国分寺跡保存整備事業 （３，３０２万円）

下野国分寺跡保存整備事業における史跡遺構の表示

工事及び施工管理を行います。また、当事業に伴う基

礎資料を得る為の発掘調査の実施及び下野国分寺跡で

出土した遺物の保存処理、遺跡の管理等を行います。

◇ 国際交流事業 （５５３万円）

国際化社会を担う人材育成のため、姉妹都市を締結

しているドイツから国際交流員を招聘し、市民の国際

意識を高め、異文化理解を推進します。

４．豊かな自然と調和した

快適で安全なまちづくり

① 快適な環境の創造

◇ 小山広域保健衛生組合・クリーンパーク

茂原ごみ処理施設負担金 （５億９，２６７万円）

市内から排出される一般廃棄物と、市内全域から排

出されるし尿等の適正な処理を推進します。

◇ ごみ処理施設候補地調査検討事務事業（３１５万円）

小山広域ごみ処理施設建設基本構想（策定中）に基

づき、現北部清掃センターに代わるごみ処理施設の候

補地を調査検討します。

② 安全・安心なまちづくり

◇ 石橋地区消防組合負担金 （７億９，４７５万円）

１市２町で構成する消防組合への負担金です。

◇ 防犯灯推進管理事業 （１，２５４万円）

防犯灯の設置（８０基）及び維持管理を行います。

５．知恵と意欲で

創造性豊かなまちづくり

① 大都市近郊農業の振興

◇ 経営体育成基盤整備事業 （１億１，８６７万円）

将来の農業生産を担う経営体（担い手）を育成し、

これらの経営体が地域農業の中心的な役割を担えるよ

う、区画整理や用排水路、農道等の生産基盤整備を行

います。

◇ 一般農道整備事業 （４，７８８万円）

区画整理地内の幹線となる一般農道整備により、圃

場整備内の生産性及び周辺地域の農業生産物の流通の

向上を図ります。

◇ 農業農村整備事業 （２，９５６万円）

農業生産基盤の整備によって高度の農業生産を確保

すると共に農業経営の合理化を図ります。

◇ 地域特産品支援事業 （２５０万円）

下野市を代表する「特産品」となる適地適産農作物

を掘り起こし、生産を支援すると共にブランド野菜を

目指します。また、地産地消の推進と地域農業・農村

の活性化を図ります。

② 工業・商業の振興

◇ 下野市中小企業融資制度 （１億６，５８７万円）

市内の中小企業者が資金調達を容易に行えるよう、

融資預託制度及び保証料補助を行います。

③ シティセールスの推進

◇ 自然公園等整備事業 （４，２３０万円）

天平の丘公園内に、ビオト－プを整備し、自然環境

を生かした景観整備を行い、環境学習に役立たせると

ともに、親しみやすさとグレ－ドアップを図ります。

◇ 天平の花まつり・菊まつり開催事業（１，３５３万円）

多くの遺跡が点在する天平の丘公園を中心とし、各

まつりを開催し、広く市内外の誘客をはかり、下野市

のＰＲと商工業の活性化を行います。

６．住民と行政の協働による

健全なまちづくり

① 協働のまちづくりの推進

◇ 男女共同参画事業 （１５２万円）

男女共同参画社会の実現を目指し、参画に関する施

策の総合的な推進を図るため、男女共同参画プランを

策定するとともに、施策の推進及び啓発を行います。

② 行財政運営の充実

◇ 総合計画策定事業 （２，２２９万円）

総合計画基本構想の策定を受け、基本計画を策定し、

また、予算査定と連動した行政評価システムを構築し

ます。

③ 広域行政の充実

◇ 下野市地域情報化計画策定事業 （５２８万円）

市民、企業、地域それぞれがＩＣＴ（地域情報通信

技術）の恩恵を享受し、活力ある地域社会を形成する

ための指針としての計画を策定します。また、計画の

策定にあたっては市民参加の懇話会を設置し市民の意

見を広く聴取します。



－ ７ －

予算特集号

総務費

２６．２％

民生費

１９．５％

公債費

１４．２％

土木費

１１．１％

教育費

１０．３％

衛生費 ６．１％

消防費 ５．１％

その他 ７．５％

市税の状況 住基人口 ５９，５４４人 世帯数 ２０，４１８戸 （平成１９年４月１日現在）

科 目
予 算 状 況 市 民 の 負 担 状 況

予 算 額 構 成 比 前 年 比 １人あたり １世帯あたり

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

都 市 計 画 税

計

３８億８，８８８万円

４０億７４８万円

７，１１１万円

３億５，６９０万円

４億７，０２３万円

８７億９，４６０万円

４４．２％

４５．６％

０．８％

４．１％

５．３％

１００．０％

１１７．６％

１０１．６％

１０３．７％

１１０．６％

９９．４％

１０８．４％

６万５，３１１円

６万７，３０３円

１，１９４円

５，９９４円

７，８９７円

１４万７，６９９円

１９万４６３円

１９万６，２７２円

３，４８３円

１万７，４８０円

２万３，０３０円

４３万７２８円

市民１人・１世帯あたりに

使 わ れ る 予 算 額
住基人口 ５９，５４４人 世帯数 ２０，４１８戸（平成１９年４月１日現在）

予 算 総 額
２８万８，３５８円（１ 人）

８４万９２５円（１世帯）

議 会 費
２，６７４円

７，７９８円
議会運営のために

総 務 費
７万５，３９０円

２１万９，８５５円
市のさまざまな

総合運営

のために

民 生 費
５万６，２２９円

１６万３，９７８円
市民の福祉の

ために

衛 生 費
１万７，７００円

５万１，６１９円
健康診断・予防接種・ごみの

回収処理の

ために

農林水産業費
１万３，３５７円

３万８，９５１円
農道整備・米の生産調整など

農業振興の

ために

商 工 費
５，１８９円

１万５，１３２円
商工業の育成・観光事業の

推進のために

土 木 費
３万１，８７１円

９万２，９４３円
市道整備・公園・下水道整備

などのために

消 防 費
１万４，７８８円

４万３，１２７円
消防活動のために

教 育 費
２万９，６１６円

８万６，３６７円
義務教育・生涯学習の推進・

スポーツ

振興の

ために

公 債 費
４万１，０３６円

１１万９，６７２円
市の借入金の

返済のために

そ の 他
５０８円

１，４８１円
労働費・予備費

等のために



－ ８ －

予算特集号

その他 ５億８，５６６万円

２％

仁良川地区区画整理

６億８２４万円

２％
水道事業

１４億５，２５１万円

５％

公共下水道

１７億７，９１６万円

５％

介護保険

２２億６，８４２万円

７％

老人保健

３９億５，２８１万円

１２％

国民健康保険

５０億４，９５０万円

１５％

一般会計

１７１億７，０００万円

５２％

平成１９年度

下野市予算総額

３２８億６，６３０万円

特 別 会 計 ・ 公 営 企 業 会 計 予 算

●各会計の予算

会 計 １９年度予算額 １８年度予算額 比 較 増 減 伸 率

一 般 会 計

特

別

会

計

公営企
業会計

合 計

国 民 健 康 保 険

老 人 保 健

介 護 保 険 （保険事業勘定）

介護保険（介護サービス事業勘定）

公 共 下 水 道 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

下 古 山 土 地 区 画 整 理 事 業

石橋駅周辺土地区画整理事業

仁良川地区土地区画整理事業

水 道 事 業 会 計

１７１億７，０００万円

５０億４，９５０万円

３９億５，２８１万円

２２億６，５００万円

３４２万円

１７億７，９１６万円

４億２，１５２万円

１億９０８万円

５，５０６万円

６億８２４万円

１４億５，２５１万円

３２８億６，６３０万円

１８７億円

４６億４，１９０万円

３９億６，６５０万円

２１億２，０００万円

６２万円

１７億８，４４１万円

４億１，１２９万円

１億１，７５７万円

５，９９７万円

６億６，７４１万円

１４億４，０５７万円

３３９億１，０２４万円

△１５億３，０００万円

４億７６０万円

△１，３６９万円

１億４，５００万円

２８０万円

△５２５万円

１，０２３万円

△８４９万円

△４９１万円

△５，９１７万円

１，１９４万円

△１０億４，３９４万円

△８．２％

８．８％

△０．３％

６．８％

４５１．６％

△０．３％

２．５％

△７．２％

△８．２％

△８．９％

０．８％

△３．１％



－ ９ －

予算特集号

特別会計・公営企

●国民健康保険特別会計

医療保険を取り巻く環境は、少子高齢化や長引く不況の影響で依然厳しい状況にありますが、昨年は新たに保険

財政共同安定化事業が導入されるなど、国保財政の安定的運営を確保するための諸制度の改正がなされました。

本年度の予算規模は、５０億４，９５０万円で、前年度当初予算４６億４，１９０万円に対し、４億７６０万円の増、率にして８．８

％増の予算を計上しました。

歳入については、国庫支出金の負担割合及び県支出金が減となるものの、昨年から導入された保険財政共同安定

化事業交付金の交付割合の増と医療費の伸びによる療養給付費交付金の増を見込んだ予算を計上しました。

歳出については、療養給付費、療養費及び高額療養費の実績をもとに、医療費の増と被保険者の健康の保持増進

に対応できる予算を計上しました。

●老人保健特別会計

老人保健制度は、高齢化の進展に伴い医療費の増加が見込まれる中、国や地方、国民が公平に費用負担すること

で、老後における健康の保持と適切な医療の確保を図るなど、老人福祉の増進に大きな役割を担っています。

本年度の予算規模は、３９億５，２８１万円とし、前年度予算３９億６，６５０万円に対し、１，３６９万円の減、率にして０．３％減

の予算を計上しました。

歳入については、制度改正による公的負担割合の段階的引き上げに伴い、支払基金交付金の交付割合が引き下げ

られたものの医療費の伸びが見込まれることから、国庫及び県支出金が前年比で増となりました。

歳出については、老人医療受給者の医療に必要な経費と事務的経費に要する諸費用を計上しました。

●介護保険特別会計（保険事業勘定）

本年度の予算規模は、２２億６，５００万円で前年度当初予算２１億２千万円に対し、１億４，５００万円の増、率にして６．８％

の増となりました。介護保険制度が発足して８年目となり、昨年度から大幅な制度改正がなされ、高齢者の予防に

重点を置いた地域支援事業が始まり、この事業の中核的役割を果たす地域包括支援センターも旧行政区ごとに３箇

所設置しました。

歳入については、第１号被保険者保険料、国庫支出金、支払基金交付金、県支出金、一般会計繰入金、介護給付

費準備基金繰入金等で編成しました。特に介護保険料については、介護認定者及びサービス利用者も増加しており

ますので、平成２０年度までの第３期介護保険事業計画期間の保険給付費の伸びなどを見込んで算定いたしました。

歳出については、訪問介護等の居宅介護サービス給付費、介護老人福祉施設等への入所の施設介護サービス給付

費、介護予防サービス給付費、住宅改修費、福祉用具購入費等のサービス給付に要する費用、地域支援事業費など

で編成しました。また、事務費については、人件費や要介護認定審査に必要な費用を計上しました。

●介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）

本年度の予算規模は、３４２万円で前年度当初予算６１万円に対し、２８１万円増の予算を計上しました。

昨年より設置しました地域包括支援センター３箇所のうち、市直営の地域包括支援センターみなみかわちは、介

護支援事業者として介護予防プランを作成するので収入があり、保険事業勘定とは別に予算を作成しました。

歳入については、介護予防サービス計画費で編成し、歳出については、賃金、需用費、委託料を計上しました。

●公共下水道事業特別会計

本年度の予算規模は、１７億７，９１５万円で前年度当初予算１７億８，４４１万円に比較し、５２６万円の減、率にして０．３％の

減となりました。

本事業は昭和５７年度に事業に着手し、平成１９年３月末における供用開始面積は８７５ヘクタールとなり、全体計画

の約６６パーセントの整備率となる見込みであり、平成１９年度は公共下水道で約１７ヘクタール、特定環境保全公共下

水道で約５．８ヘクタールの整備を予定しております。

歳入については、自主財源である使用料が５億３，４３７万円（構成比３０．０％）、事業費財源である国庫補助金が２億

円（１１．３％）、市債３億７，２２０万円（２０．９％）となっており，一般会計繰入金は５億８，２２１万円（３２．７％）、その他で

９，０３７万円（５．１％）を計上しました。

歳出については、維持管理・業務費等が４億１，６８５万円（２３．４％）、建設事業費６億８，２５８万円（３８．４％）、公債費

６億７，８７１万円（３８．１％）、その他で１００万円（０．１％）を計上しました。



－１０－

予算特集号

業会計予算の概要

●農業集落排水事業特別会計

本年度の予算規模は、４億２，１５１万円で前年度当初予算４億１，１２８万円に比較し１，０２３万円の増、率にして２．５％の増

となりました。

本事業は平成元年度に事業に着手し、平成１４年度に全８地区が供用開始され、現在は維持管理を行っていると

ころです。

歳入については、使用料等５，１６４万円（構成比１２．３％）、一般会計繰入金３億６，６８７万円（８７．０％）、その他３００万円

（０．７％）となっており、一般会計への依存度が高くなっています。

歳出については、維持管理等の総務費が１億３，３５８万円（３１．７％）、公債費２億８，６９３万円（６８．１％）、その他１００万

円（０．２％）で、公債費の占める割合が高くなっています。

●下古山土地区画整理事業特別会計

本年度の予算規模は、１億９０７万円で、前年度当初予算１億１，７５７万円に比較し、８５０万円の減となりました。

下古山土地区画整理事業地区は、大規模企業などの進出により急激に住宅需要が高まっております。このような

状況に対処するため区画整理事業により健全な市街地を造成することにより、道路・公園等の公共施設の整備改善

を行い、宅地の利用増進を図るため積極的に推進しています。

歳入については、保留地処分金及び一般会計繰入金を主な財源とし、歳出の主なものは、委託料・工事請負費・

補償費・市債元金及び利子償還金等であります。

●石橋駅周辺土地区画整理事業特別会計

本年度の予算規模は、５，５０６万円で前年度当初予算５，９９７万円に比較し、４９１万円の減となりました。

石橋駅周辺土地区画整理事業地区は、石橋駅の橋上化に伴い、東口が開設されたことから、急激なる発展が予想

され、早急な都市基盤整備が必要とされております。このような状況に対処するため区画整理事業により健全な市

街地を造成することにより、道路・公園等の公共施設の整備改善を行い、宅地の利用増進を図るため積極的に推進

しています。

歳入については、一般会計繰入金を主な財源とし、歳出の主なものは、委託料・工事請負費・補償費・市債元金

及び利子償還金等であります。

●仁良川地区土地区画整理事業特別会計

本年度の予算規模は、６億８２４万円で前年度当初予算６億６，７４１万円に比較し、５，９１７万円の減となりました。

仁良川土地区画整理事業地区は、下野市役所南河内庁舎等の公共施設があり、市東部の行政・文化の拠点となっ

ております。しかしながら、道路・公園等の公共施設の整備が不十分なため、有効な土地利用が図られておりませ

ん。このような状況に対処するため区画整理事業により健全な市街地を造成することにより、道路・公園等の公共

施設の整備改善を行い、宅地の利用増進を図るべく積極的に推進しているところです。

歳入については、国庫及び県補助金、保留地処分金、一般会計繰入金及び合併特例債を主な財源とし、歳出の主

なものは、委託料・工事請負費・補償費・負担金等であります。

●水道事業会計

本年度の水道事業会計予算については、業務の予定量を、給水戸数１８，６００戸、年間給水量５，４４６千 と定め、経

営に要する経費、施設の維持管理費（収益的収入及び支出）及び配水管の新設、石綿管の布設替工事に要する経費

（資本的収入及び支出）を中心に編成した結果、前年度と同程度の予算規模となりました。

なお、今後においても平成１７年度の創設認可に基づき、給水区域を下野市全域とし、計画目標年次の平成２７年度

を目途に、給水人口６５，０６３人、１日最大給水量２６，７０１ を目標に、企業の経済性を発揮し、公共の福祉の増進のた

めに独立採算制の原則に立ち、安全でおいしい水の安定供給に努め、事業の推進を図ってまいります。



－１１－

予算特集号

各会計の地方債残高

区 分
Ｈ１７年度末

現 在 高

Ｈ１８年度末

現 在 高

Ｈ１９年度中増減見込

起債見込額 元金償還見込額

Ｈ １ ９ 年 度 末

現在高見込額

一 般 会 計

公共下水道事業
特 別 会 計

農業集落排水事
業 特 別 会 計

下古山区画整理
事 業 特 別 会 計

石 橋 駅 周 辺 区 画
整理事業特別会計

仁良川区画整理
事 業 特 別 会 計

水道事業特別会計

合 計

１８８億２，９８０万円

８９億４１５万円

４３億４３１万円

３億６９４万円

５，６７８万円

０円

３４億８５９万円

３５８億１，０５７万円

１９４億４，５６３万円

８９億２，６３９万円

４１億７，８２２万円

２億６，５２１万円

５，０３５万円

７４０万円

３４億４，６７２万円

３６３億１，９９２万円

１２億８，８７０万円

３億７，２２０万円

０円

０円

０円

１，４２０万円

１億７，６５０万円

１８億５，１６０万円

２０億３，０３５万円

３億７，８１３万円

１億６，９７７万円

４，０５０万円

６７０万円

０円

１億３，８０１万円

２７億６，３４６万円

１８７億３９８万円

８９億２，０４６万円

４０億８４５万円

２億２，４７１万円

４，３６５万円

２，１６０万円

３４億８，５２１万円

３５４億８０６万円

各基金残高

基 金 Ｈ１７年度末残高 Ｈ１８年度末残高 Ｈ１９年度末残高見込額

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

地 域 づ く り 事 業 推 進 基 金

庁 舎 等 整 備 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

地 域 振 興 基 金

地 域 福 祉 基 金

保 健 福 祉 施 設 整 備 基 金

グ リ ー ン 保 存 育 成 基 金

土 地 開 発 基 金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

高 額 療 養 費 資 金 貸 付 基 金

合 計

１８億４，３３７万円

６億６，６９８万円

５億２，１６９万円

６，６９６万円

４億９，３９２万円

０円

４億２，５１９万円

４億４，０７８万円

２１７万円

４億５，０５０万円

６億３，１９９万円

６，９９２万円

３００万円

５６億１，６４７万円

１７億２，９３７万円

６億６，７３１万円

４億２，２０１万円

６，６９８万円

３億９，４２２万円

１５億５，０５８万円

４億２，５７３万円

４億４，０９２万円

２８９万円

４億９，０６９万円

８億３，２８７万円

１億３９２万円

１，０００万円

７１億３，７４９万円

１４億８，３６０万円

５億６，８７７万円

３億７，３５８万円

１億６，７１８万円

３億４，５１０万円

１５億５，０５８万円

４億２，７０１万円

４億４，２２４万円

３３９万円

４億９，２０４万円

６億８，４８９万円

９，４０３万円

１，００１万円

６６億４，２４２万円


